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研究要旨 

【目 的】 たばこの健康影響は明確であるにも関わらず、たばこ対策を実施するに当たりさま

ざまな障壁がある。一方、さまざまな対策により喫煙率は低下し、“脱たばこ社会”の実現は着実

に近づいているとも言える。たばこ対策が健康面のみならず社会経済面に与える影響についての

知見は蓄積されているが、エビデンスのアップデートや新たな知見の集約、対策により起こりう

る社会経済変化の予測の再検討が必要となっている。本研究は、たばこ対策の推進による“脱た

ばこ社会”の実現過程で生じる社会経済影響を明らかにし、脱たばこ社会に向けたたばこ対策の

あり方を提言することを目的とする。 

【方 法】 まず、たばこ対策の社会経済影響について、再検証やアップデート、新たにレビュ

ーが必要なテーマを、たばこ対策の個別施策と影響を受ける分野から設定した。各テーマについ

て、先行研究、資料等から、社会経済面での影響をレビューし、脱たばこ社会の実現に向けて必

要な、社会経済的面を考慮した効果的なたばこ対策のあり方を提言した。 

【結 果】 「研究者とたばこ資金」、「法規制等に関する問題」、「新規たばこおよびたばこ関連

商品の問題」、「タバコの社会的負担の推計に関する考察」「受動喫煙防止条例の制定に向けて」、「た

ばこ対策の喫煙の社会格差への影響」、「大学におけるたばこ対策」のテーマ別に、背景、現状、

科学的エビデンス、問題解決のための政策提言等を検討した。 

【結 論】 脱たばこ社会の実現に向けて検討すべき複数の領域ごとにサマリーシートを作成し

た。サマリーシートは、主に、それぞれの課題に対する対策、関連する背景や科学的根拠、具体

的な政策の提言、および参考文献より構成した。これらのサマリーシートは、行政等においてた

ばこ対策に従事する者、政策的意思決定を行う者等の参考資料として有効であると思われた。 

 

研究分担者   

望月友美子 （国立がん研究センターがん対策

情報センターたばこ政策研究部・部長） 

欅田尚樹 （国立保健医療科学院・生活環境研

究部・部長） 

田中 謙 （関西大学法学部・教授） 

 

福田吉治 （帝京大学大学院公衆衛生学研究

科・教授） 

高橋謙造 （帝京大学大学院公衆衛生学研究

科・准教授） 

  



A．目的 

たばこの健康影響は明確であるにも関わらず、

たばこ対策を実施するに当たりさまざまな障壁

がある。一方、さまざまな対策により喫煙率は

低下し、“脱たばこ社会”の実現は着実に近づい

ているとも言える。たばこ対策が健康面のみな

らず社会経済面に与える影響についての知見は

蓄積されているが、エビデンスのアップデート

や新たな知見の集約、対策により起こりうる社

会経済変化の予測の再検討が必要となっている。

本研究は、たばこ対策の推進による“脱たばこ

社会”の実現過程で生じる社会経済影響を明ら

かにし、脱たばこ社会に向けたたばこ対策のあ

り方を提言することを目的とする。 

 

B．方法 

1．テーマの設定 

研究は、まず、たばこ対策の社会経済影響に

ついて、再検証やアップデート、新たにレビュ

ーが必要なテーマを、たばこ対策の個別施策と

影響を受ける分野から設定した（表１）。各テー

マについて、先行研究、資料、事例等から、社

会経済面での影響をレビューした。レビュー結

果をもとに、脱たばこ社会の実現に向けて必要

な、社会経済的面を考慮した効果的なたばこ対

策のあり方を提言した。 

 

表１ 設定したテーマ 

研究者とたばこ資金／路上喫煙防止のあり方／

コンビニのたばこ販売／たばこの値上げの税収

への影響／たばこの値上げの農業への影響／分

煙のもたらす影響（喫煙者の固定化、補助金に

よる政策固定化、社会認知と通念）／新規たば

こ製品の登場が政策と社会に及ぼす影響（ハー

ムリダクションの是非）／たばこの有害成分（評

価法と実態を含めて）／電子たばこの健康影響

課題／新規たばこおよびたばこ関連商品の問題

／たばこ規制の必要性／職場における「全面禁

煙」義務付けのための要件／飲食店における「全

面禁煙」義務付けのための要件／「法律」に基

づく路上喫煙規制の必要性／タバコを吸う人の

雇用拒否の可能性／たばこ対策による喫煙率の

社会格差への影響／受動喫煙防止条例化はどう

すれば成立するか／大学の禁煙化／飲食店の禁

煙化の経営影響 

 

2．テーマ別方法 

（1）研究者とたばこ資金 

日本たばこ産業（JT）の喫煙科学研究財団や

嗜好品文化研究会などように、たばこ会社は研

究団体を通して研究費助成を行っている。たば

こ対策を進めるうえで、これらたばこ会社から

支給される直接・間接の研究費はどういう意味

を持つのか、また研究者、学会はこれをどう考

え、こうした研究費を受けた研究にどう対応す

べきなのか検討した。具体的には、世界医師会

や WHO たばこ規制枠組み条約（WHO-FCTC）

の、たばこ産業からの研究資金についての記述

を抽出した。英国医学雑誌（BMJ）ではこうし

た資金による研究論文が投稿された場合、はじ

めから掲載すべきでないとする意見とそれに反

対する意見の両者を提示し長く議論してきたの

で、その論点を整理した。日本衛生学会のたば

こ資金による研究を拒絶する投稿規定の改定に

対し、賛成しない意見の論点を整理した。 

 

（2）法規制等に関する問題 

現在、タバコに対して何らかの規制をしてい

る法律としては、「未成年者喫煙禁止法」（1900

年策定）、「たばこ事業法」（1984 年）（もっとも、

同法は、規制というよりはタバコを推進してい

る面が強い悪の元凶である）、「たばこ税法」

（1984 年）、「労働安全衛生法」（1992 年、2014

年改正）などがあげられ、最近では、「健康増進



法」（2002 年）も策定されたほか、世界レベル

の「タバコ規制枠組み条約（WHO Framework 

Convention on Tobacco Control：以下、「FCTC」

という）」（2003 年採択、2005 年効力発生）も

採択された。また、現在、多くの地方公共団体

で、いわゆる「路上喫煙禁止条例」（2002 年以

降、各地で策定）が策定されるようになったほ

か、神奈川県や兵庫県では、「受動喫煙防止条例」

（2009 年、2012 年）が策定されている。 

以上の条約、法律、条例に基づく各種のタバ

コ規制を踏まえつつ、1) たばこ規制の必要性、

2) 職場における「全面禁煙」義務付け、3) 飲

食店における「全面禁煙」の義務付け、4)「法

律」に基づく路上喫煙規制、5) 喫煙者に対する

経済的ディスインセンティブ手法の活用、6) た

ばこを吸う人の雇用拒否の可能性、といった問

題ごとに、今後の法制的課題について論ずるこ

ととしたい。 

 

（3）新規たばこおよびたばこ関連商品の問題 

国内でも受動喫煙対策を含めた各種たばこ対

策の進展に対し、たばこ産業からは各種の新し

い製品の販売が続いている．例えば、喫煙者が

自身でニコチン、タールの摂取量を調整できる

ようにフィルター通気孔を可変とした新しいフ

ィルター構造の紙巻きたばこを日本たばこ産業

株式会社（以下 JT）は 2014 年より福岡、長崎、

佐賀県において「メビウス・コントロール・ワ

ン」として販売した。このような中、受動喫煙

対策の努力義務（第 25 条）が盛り込まれた健康

増進法が施行された 2003 年（平成 15 年）には、

スウェーデン・マッチ社より無煙たばこの１種

ガムたばこ・ファイアーブレイクの市場流通が

始まった。2013 年（平成 25 年）８月に JT よ

り大阪限定で販売が開始された無煙たばこ・ス

ヌース、さらには 2013 年末に「Ploom プルー

ム（JT）」、2014 年 11 月より「iQOS アイコス

（フィリップモリス）といった全く新しい形体

のたばこの販売が開始された。ここでは、国内

における各種無煙たばこの状況、及び関連して

電子たばこなどの新規たばこ及び関連製品につ

いて、WHO 等から公開されている情報および

文献的検討に加えて、国内外のたばこ対策研究

を行っている研究者との情報交換より検討を加

えた。 

 

（4）タバコの社会的負担の推計に関する考察 

タバコの社会的負担に関しては、禁煙政策を

推し進めるに当たって重要な根拠である。これ

まで公表されている 3 回の推定値の値はそれぞ

れ 3.96 兆円、7.15 兆円、4.13 兆円と大きく異

なっているため、推計の信頼性を損なう原因の

一つとなっている。3 つの推計に関して、喫煙

率を想定した時期と、労働力損失の単価の定義

の違いに着目し、この 2 点について調整をした

上での推計の違いを検討する。 3 つの推計を

比較のため、喫煙率の時期の違いを 1990 年喫煙

人口 4574 万人に統一し、労働力損失における単

価を１QALY 当たりの支払い意思額である 600

万円にそろえて再計算を行った。さらに、これ 

らの推計値が依拠している 25 年前の喫煙率と

比べて、大きく低下している 2014 年の喫煙人口

は 2516 万人(1990 年から 46％低下)に基づいて

現在の社会的負担を推計した。 

 

（5）受動喫煙防止条例の制定に向けて 

たばこ対策については、国際的に確立された

科学的知見を具体的施策に反映させることが求

められている。しかし、日本では各自治体の受

動喫煙防止条例制定も神奈川と兵庫の 2 県と北

海道美唄市のみで、規制が十分に進んでいない。

本研究は、受動喫煙防止条例の検討過程の分析

を基に、受動喫煙防止条例の成立要因を検討し、

条例制定に必要な対策を考察することを目的と



した。受動喫煙防止条例の検討会が設置された 6

都府県（神奈川、兵庫、東京、大阪、山形、千

葉）について、公文書（各自治体のたばこ対策

に関する会議の議事録、会議資料等）をレビュ

ーした。検討過程に沿って、条例制定に関わる

要因を、（1）検討会の設置に関わる要因、（2）

検討会で条例制定が必要と結論づける要因、（3）

議会審議で可否に影響する要因に分けて検討し

た。 

 

（6）たばこ対策の喫煙の社会格差への影響 

所得、学歴、職業等の社会経済的要因（SES）

による健康の違い、いわゆる健康の社会的格差

（健康価格差）が注目されている。喫煙率にお

いても、SES による明らかな違いがあることが

わかっている。今後のたばこ対策は、全体の喫

煙率の低下とともに、喫煙率の社会的格差を縮

小させることが求められる。本研究は、各種の

たばこ対策が喫煙の社会格差に与える影響につ

いて、先行研究をもとに検討し、喫煙率の社会

格差を縮小させるたばこ対策のあり方について

提言することを目的とする。PubMed を用いて、

喫煙の社会的格差に関するレビュー論文を検索

した。たばこ対策の方法による喫煙の社会格差

への影響について先行研究を検索し、8 論文を

レビューした。うち、3 論文について、たばこ

対策の種類別に喫煙の社会格差への影響を詳細

に検討した。 

 

（7）大学におけるたばこ対策 

未成年の喫煙防止、喫煙開始防止等の観点か

ら、大学におけるたばこ対策の意義は大きい。

そこで、本研究では、文献をもとに全国の大学

のたばこ対策の現状を明らかにし、大学のたば

こ対策を推進する方策を検討することを目的と

した。さらに、具体的な事例として、研究者の

所属する帝京大学において、たばこ対策の実施

を試みた。具体的には、医中誌等により、大学

のたばこ対策に関する論文を収集し、レビュー

し、たばこ対策の具体的な方法、進め方、評価

等についてレビューを行った。帝京大において、

学内のたばこ対策を進めるために、「帝京大学板

橋キャンパススモークフリー委員会」を設置し

て、活動を開始した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、文献や資料の収集による調査であり、

人を対象とした研究ではないため、倫理的な問

題はない。なお、パブコメ意見の分析やインタ

ビュー調査では、意見以上の個人情報は取り扱

わず、反対意見も含め個人の意見とそのプライ

バシーは尊重される。 

 

 

C．結果 

（1）研究者とたばこ資金 

世界医師会は「たばこ産業からのいかなる資

金または教材提供も固辞する」よう勧告してい

る。WHO-FCTC はその 13 条 2 項で「締約国

は、・・・あらゆるたばこの広告、販売促進及び

後援の包括的な禁止を行う。」と定めている。

1996 年米国胸部疾患学会関連２学術誌でのた

ばこ資金による研究論文掲載拒否に対し、BMJ

誌は方針変更を促す Editorial を掲載し、2000

年にも賛否両論を併記したうえで雑誌編集部と

して同じ立場を表明していた。しかし、2013 年

にこの方針を転換し、タバコ資金による研究を

拒絶することとした。 

 

（2）法規制等に関する問題 

①たばこ規制の必要性 

たばこ規制は、他人に対する実害の防止、非

喫煙者と喫煙者の利害調整、本人の判断能力の

欠如に対する保護、情報提供の確保、個人の自

己決定能力の欠如に対する保護、意志の弱さの



克服の手助け、最小限の社会的モラルの実現、

社会的負担の軽減、といった理由で必要である。 

②職場における「全面禁煙」の義務づけ 

現行の労働安全衛生法 68 条の 2 を改正し、す

べての事業所と工場における全面禁煙を「義務」

づけるべきであろうし、「当該事業者及び事業場

の実情に応じ」という文言も削除すべきであろ

う。 

③飲食店における「全面禁煙」の義務づけ 

健康増進法 25 条を改正し、「多数の者が利用

する施設」の管理者に対して、受動喫煙防止施

策を講ずることを「義務」づけるべきである。

その際、原則としては、「屋内の施設すべてを禁

煙」とすることとし、例外的に「喫煙室」の設

置を認めるとしても「厳格な基準」を満たした

ものに限定されるべきである。 

④「法律」に基づく路上喫煙規制 

現在、路上喫煙に対する規制については、全

国レベルの「法律」に基づく全国的な規制は行

われていないが、一般の道路は「公共の場所」

ととらえるべきであり、「条例」ではなく「法律」

で対応すべきである。 

⑤経済的手法の活用 

喫煙者はたばこに伴う種々の社会的費用を発

生させているため、喫煙者に対して、非喫煙者

よりも経済的に重い負担を負わせることは、社

会的公平の原理にかなっている（火災保険料、

生命保険料、自動車保険料、家賃、ホテルの料

金など）。 

⑥たばこを吸う人の雇用拒否の可能性 

昭和 48 年 12 月の最高裁判決において、企業

の「採用の自由」が認められることも踏まえつ

つ、原則として、喫煙の有無による採用拒否は

違法とはいえないことを確認した。 

 

（3）新規たばこおよびたばこ関連商品の問題 

無煙たばこであるスヌースは、2013 年に国内

でも販売が開始されたが、ニコチン、発がん性

物質、その他の有害物質を含んでいる。無煙た

ばこは、国際がん研究機関 IARC による発がん

性分類において、グループ 1 ；ヒトに対して発

がん性があると分類された．近年、電子タバコ

も広く普及しつつあるが、その蒸気に、ホルム

アルデヒド、アセトアルデヒドなどの種々のカ

ルボニル類が含まれている。たばこ対策におい

てたばこ製品規制は必須の要件で、国際的には

FCTC 第 9 条、10 条にそった電子タバコや無

煙たばこの規制が進められている。電子タバコ

を含む新規たばこ関連製品は無害あるいは害が

少ないわけではないため、政府機関の監督の下

で、これらの製品に関する（デザイン、内容物

と排出物等への）規制の実行が求められる。 

 

（4）タバコの社会的負担の推計に関する考察 

喫煙人口と労働力単価の両方を調整するとそ

れぞれ 7.34、7.35、7.33 兆円となり完全に一致

した。また、2014 年の喫煙人口に基づいて、現

在の喫煙者が今後与える社会的な負担は 4.10~ 

4.12 兆円と推定され、1990 年の喫煙人口で推計

された 7.33~7.35 兆円から 46％低下していた。 

 

（5）受動喫煙防止条例の制定に向けて 

検討過程の分析から、（1）検討会の設置に関

わる要因として、各自治体の地域性や受動喫煙

対策の数値目標達成度、首長の意向、（2）検討

会で条例制定が必要と結論づける要因として、

医学系の座長の選任、条例案作成過程での議会

への詰問、（3）議会審議で可否に影響する要因

として、各議員の政策的判断に与える影響（所

属政党、選挙支援団体等各、世論、個人の嗜好）

が挙げられた。 

 

（6）たばこ対策の喫煙の社会格差への影響 

たばこ対策のうち、たばこの値上げは、喫煙



の社会格差を縮小させる方向に働きやすい。受

動喫煙防止（スモークフリー施策）は、強制的・

包括的な対策では、社会格差を縮小させること

が多いが、自主的・部分的な対策では、社会格

差は拡大する傾向があること、メスメディアな

どを使ったキャンペーンへの感受性は、社会経

済的に高い者のほうが強く、反応しやすく（社

会格差を拡大）、同様に、禁煙指導でも、社会経

済的に高い者のほうが利用しやすく、禁煙成功

率も高いことが分かった。 

 

（7）大学におけるたばこ対策 

多くの大学でたばこ対策が行われていた。そ

の対策は、敷地内全面禁煙あるいは一部喫煙場

所の残した禁煙、学生等への喫煙防止教育およ

び禁煙支援、大学周辺における見回りや普及活

動などである。これらの対策の結果、いくつか

の大学では、学生や教職員の喫煙率の低下が認

められた。帝京大学では、スモークフリー委員

会を設置し、喫煙室の利用登録性、禁煙相談、

禁煙外来治療費補助、見回り活動、地域との連

携活動等の活動を開始した。【 

 

D．考察 

（1）研究者とたばこ資金 

たばこ業界から補助を受けた研究を、内容の

評価抜きに掲載を拒絶するということは、予断

を排して示された事実のみを公平に判断すると

いう学術雑誌編集の原則に抵触するのではない

かという批判がある。しかしそもそも人の命や

健康を守るという医学研究や医学雑誌の目的と、

人の命や健康を損なう製品の販売で存立してい

るたばこ会社とは根源的対立がある。加えてた

ばこ会社が科学を歪め続けてきたこと、それは

査読による論文の吟味だけでは防げなかったと

いう事実の蓄積を踏まえて BMJ 誌も方針を変

更したと考えられた。 

医学研究の最終目的と、そのための手続きの

対立としてこの問題は整理できよう。従来は目

的達成のために必要十分な手続きと考えられて

きたものが、ここ数十年のタバコ会社による真

実歪曲の証拠蓄積から再考が求められている。

当面の選択がいずれであれ、たばこ会社の研究

資金供与の影響に注目し、その対処策について

議論を深める必要がある。 

 

（2）法規制等に関する問題 

たばこやたばこ問題の特徴を踏まえると、①

他人に対する実害の防止、②非喫煙者と喫煙者

の利害調整、③本人の判断能力の欠如に対する

保護、④正確な情報提供の確保、⑤個人の自己

決定能力の欠如に対する保護、⑥意志の弱さの

克服の手助け、⑦最小限の社会的モラルの実現、

⑧社会的負担の軽減といった理由で、たばこ規

制（たばこに対する行政的規制）を強化する必

要がある。 

職場における「全面禁煙」を義務付けるべき

である。具体的には、現行の労働安全衛生法 68

条の 2 を改正し、原則としてすべての事業所と

工場における全面禁煙を「義務」づけるべきで

あろうし、職場において例外的に「喫煙室」の

設置を認めるとしても、労働者の受動喫煙を防

止することができるという「厳格な基準」を満

たしたものに限定されるべきである。また、同

法 68 条の 2 の「当該事業者及び事業場の実情に

応じ」という文言も削除すべきであろう。 

一般のレストランや飲食店においても「全面

禁煙」を義務付けるべきである。具体的には、

飲食店における「全面禁煙」の義務付け、屋内

の施設すべてを禁煙とすべきである。例外的に

飲食店において「喫煙室」の設置を認めるとし

ても、利用者（消費者）と労働者の受動喫煙を

防止することができるという「厳格な基準」を

満たしたものに限定されるべきである。また、



条例ではなく「法律」による「受動喫煙防止措

置」を義務付けるべきであろう。 

路上喫煙規制についても、路上は「公共の場

所」ととらえて「原則禁煙」の仕組みにすべき

である。また、実効性を確保するという視点に

立てば、「路上禁煙地区」で喫煙している者に対

しては、条例等で「過料徴収」を明記するとと

もに、実効性を確保する組織体制も整備すべき

である。さらに、条例ではなく、法律で対応す

べきである。 

喫煙者はたばこに伴う種々の社会的費用を発

生させているため、喫煙者に対して、非喫煙者

よりも経済的に重い負担を負わせることは、社

会的公平の原理にかなっている。具体的には、

火災保険料、生命保険料、自動車保険料、家賃、

ホテルの料金などの経済的手法を導入すべきで

ある。 

原則として、喫煙の有無による「採用拒否」

は違法ではないと考えられる。本人の適性や能

力に関係のない事柄で社会的差別を招く事項や、

基本的人権として尊重すべき権利については、

「採用の自由」が規制される方向にあるといえ

るが、星野リゾートのケースでは、喫煙者を不

採用にする目的を明らかにしているが、特に不

当な目的だとも思われないし、採用拒否の態様

なども社会的に許される限度を超えているとは

いいがたいであろう。 

 

（3）新規たばこおよびたばこ関連商品の問題 

受動喫煙対策を含むたばこ対策が広がる中、

近年各種新規たばこおよび関連商品の販売が拡

大してきている。日本たばこ産業株式会社（JT）

はゼロスタイルという銘柄名で無煙たばこ（嗅

ぎたばこ）の販売を平成 23 年から開始し、平成

25 年 8 月には口腔内に入れる無煙たばこ・スヌ

ースを発売開始した．スヌースは、たばこ葉が

詰められたポーションと呼ばれる小袋を唇と歯

肉の間にはさみ使用する無煙たばこである。EU

諸国ではスヌースの販売が禁止されているが、

スウェーデンでは早くから販売がされていた歴

史的経緯から特例として販売されている。 

 近年、電子たばこも広く普及しつつ有る。国

内ではニコチンを含む電子たばこは医薬品医療

機器等法により販売が規制されており、たばこ

事業法のたばことしては扱われていない．ただ

しニコチン入り電子たばこも個人輸入等での入

手が可能である．電子たばこ蒸気から各種カル

ボニル類など発がん性物質の発生も報告されて

いる。 

 スヌースや電子たばこを含む新規たばこ及び

関連製品は、決して無害あるいは害が少ない訳

ではなく、公衆衛生上の潜在的な影響は明確で

はないので、これらに対する規制は、たばこ規

制政策の枠組みに則って実施されるべきである。 

 

（4）タバコの社会的負担の推計に関する考察 

3 つの推計は検討した時期の違いと、労働力

単価の違いよるものであり、本質的な違いはな

いことが明らかになった。したがって、3 つの

推計値が見かけ上大きく異なることは、その信

頼性を損なうものではないと考えられた。 

他方で、これら 3 つの推計値はいずれも 25

年前の喫煙率をもとに、それが現在どの程度の

社会的負担をかけているかという議論を行って

いる。この 25 年間には大きく喫煙率が下がり、

2014 年の喫煙人口は 2516 万人と、1990 年から

46％低下している。したがって現在の喫煙者が

今後与える社会的な負担は 1990 年の喫煙人口

で推計された 7.33~7.35 兆円から 46％低下した

4.10~ 4.12 兆円と推定される。しかしながら、

本研究でのタバコによる社会的負担の推計値は、

タバコによる税収（約 2.5 兆円）を上回ってい

た。 

 



（5）受動喫煙防止条例の制定に向けて 

条例制定に向けた対策として、神奈川と兵庫

の事例から条例の効果に関するエビデンス構築

による他自治体への波及モデル確立、議会への

諮問を含む検討会主体の条例案の作成、議員へ

のロビー活動と世論の醸成が必要と考えられた。

2020 年に東京五輪を控え、国レベルでの法規制

が検討される中、国際状況や国・自治体での法

律・条例制定状況を踏まえ、適切な対策を実施

する必要がある。 

 

（6）たばこ対策の喫煙の社会格差への影響 

たばこ対策を行う場合には、集団全体の喫煙

率の低下とともに、喫煙の社会格差への影響も

考慮し、できるだけ喫煙の社会格差を縮小させ

つつ、喫煙率を低下させる方法を選択すべきで

あること、たばこ対策に当たっては、社会経済

的に低い者をターゲットにした施策を行うべき

こと、および、たばこ対策の評価として、社会

経済的要因による喫煙の違いを測定し、モニタ

リングすることが重要であることが示唆された。 

 

（7）大学におけるたばこ対策 

全国の先進的な大学において、たばこ対策の

取組が行わされている。たばこ対策が学生や教

員の喫煙率の低下に結びついていると考えられ

た。学生の喫煙開始を防ぎ、教職員の喫煙率を

低下させるうえで大学の全面禁煙化は必須と考

えられるが、各大学での自主的な取り組みとと

もに、大学関連団体あるいは自治体の関与によ

る体系的なたばこ対策の推進が求められる。1

年間でたばこ対策の体制が整い、基本的な活動

を開始した帝京大学は事例として、他の大学で

進める上での参考になると考えられた。 

 

E．結論 

 本研究の結論として、各研究テーマのサマリ

ーシートを作成した。サマリーシートは、主に、

それぞれの課題に対する対策、関連する背景や

科学的根拠、具体的な政策の提言、および参考

文献より構成した。これらのサマリーシートは、

行政等においてたばこ対策に従事する者、政策

的意思決定を行う者等の参考資料として有効で

あると思われた。 

 

Ｆ．健康危険情報 
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